
法人名
作成（所管課）

公益財団法人西成労働福祉センター

商工労働部雇用推進室労働環境課

○ 経営目標設定の考え方

ミッション 基本方針 戦略目標と成果測定指標【中期経営計画上の目標値】
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資料１

○多様な理由で就労が不安定で生活基盤が

脆弱なあいりん地域の日雇をはじめとする
労働者が有する課題やニーズに対応し、就

労支援や就労相談を関係機関と連携のもと
効果的に実施することにより、労働者の就

労安定と労働者福祉の増進を図る。

・的確な紹介や労働者の能力開発や就労改善に
よる就労の安定化

・相談支援力の向上

・関係機関等との緊密な連携

■ 大阪府の施策

・あいりん地域の労働対策

４ 適正かつ効率的な法人運営

法人運営の透明性・公平性を確保し、一層の効
率的効果的な法人運営に努める。

④ 他機関連携
・就労困難な労働者に対し、他機関との連携により、
雇用に結びつけるための総合支援を行う。
新規他機関連携件数
【80件（R２実績） → 125件（R7 ）】

⑤ 健全性及び効率性の向上
・補助金比率の削減（補助金/経常収益）
〔85.3％（R２実績） → 90.0％（Ｒ３）〕

① 窓口(契約)紹介数の増加
・雇用条件の向上を図った求人の紹介件数
【延べ1,065名（Ｒ２実績）→ 延べ2,600名（Ｒ７）】
・窓口（契約）求人の紹介総数
〔延べ4,840名（R２実績） → 延べ5,000名（R３）〕

③ 支援能力の向上
・就労支援、事業所支援に関する資格の取得
（キャリアコンサルタント、中小企業診断士、

社会保険労務士、社会福祉士等）
【3名（R2実績） → 累計13名（Ｒ７）】

2 労働者の高齢化・多様化に対応するための支
援力の向上

多様な背景を有する労働者の状況やニーズをく
み取り、効果的な相談や紹介を行うため、継続的
なOJTやOFFJT等を通じ、相談、支援能力の向
上を図る。

② 技能・資格取得の支援による安定就労
・就労ナビ・センター紹介による安定的雇用件数
【16件（R１実績） → 25件（Ｒ７）】
※R2年度はコロナ禍での就職困難な状況が続いたため、Ｒ１
年度実績をもとに目標を設定

1 労働者の就労の安定

労働者の状況やニーズをとらえた的確な紹介や
能力開発を行うとともに、就労環境改善に向けた
事業者と労働者への啓発や支援等により、就労の
安定を図る。

3 関係機関等との緊密な連携

財団単独では解決できない労働者の多様な課題
に対応するため、関係機関等の役割を踏まえつつ
緊密に連携し、総合的な支援を図る。



法人名 公益財団法⼈⻄成労働福祉センター

目標値

実績値
〔見込値〕

R3目標値
最終年度
目標値

―

【広報活動】
求職者の求職ニーズ等に応えられるよう、各種広報媒体を活用し、創意工夫によるわかりやすく親しみのもてる広報活動の展開を図る。
【求人開拓と雇用管理改善】
多様化するニーズに対応するため、建設業以外の産業（警備・清掃・介護等)や高年齢者で短時間・短日数の雇用が可能な事業所、軽作業や地域から近い等の条
件を満たす事業所に対して、求人開拓を強化し雇用条件の向上が図れる様に粘り強く求人者へ働きかけを行う。また、「アプローチ就労」への協力事業所の一層の
充実を図り、「(就労版)再チャレンジ可能な職業紹介所」の実現を図っていく。
【求職相談】
地域求人の窓口への集中化を図り、求職者の利便性を高め利用者の増加を図る。また、来所した求職者への相談を強化し、伴走型支援体制の構築を強化する。
【雇用条件の向上の要件項目】
1．未経験者の採用、2、保証人不要、3．賃金面の向上【(1)賃金額の向上、(2)各種手当支給、(3)就業規則の作成、(4)雇用契約書の作成・交付、(5)賃金の支払い
方法の配慮】、4．宿舎面の向上【(1)部屋の充実(①広くなった、②完全個室化)、(2)食事の充足(調理員配置)、(3)設備の充実(①テレビ設置、②Wi－Fi設置、③負担
の軽減(洗濯代、冷暖房費の免除)】

【組織の課題】
<広報の充実>
財団独自の広報の充実(ホームページ等の活用)だけでは周知に限界があるため、他団体と協働し地域のPRを行なう等し、求職方法、求人内容や情報を求職者に
わかりやすくアピールすることで、従前の利用者やまだ財団を利用したことのない求職者に働きかける。
＜求職相談の強化＞
上記、広報等により、初めて来所する求職者に対しても一人一人に沿った職業紹介ができるよう職歴や希望職種、資格の有無、就労実績や個々人のアピールポイ
ントの把握を強化する。
＜雇用管理改善＞
求職者が安心して就労機会を得られるよう事業所へ「魅力ある職場づくり」を働きかける。専門的な働きかけが発生した場合は、社会保険労務士等と同行し、具体
的な事例を示しながら雇用条件の向上を図る。
【改善点】
「就労支援システム」による効果的な事業運営(カルテ化の促進等)を目指し、その情報に従い円滑な職業紹介を実施する。

1,200 30

活動方針

雇用条件の向上を図った求人の紹介件数 ☆ 件 ―① 窓口（契約）紹介数の増加

・建設業界は、将来的にも慢性的な人手不足が予想される。その原因は、労
働条件が改善される余地が大きい点にある。その課題を認知し、改善意欲
のある求人者に働きかけるが、コロナ禍で経営が苦しい中小の求人者が多
数を占める環境であるため、R3年度は、R2年度実績をやや上回る数値に設
定した。
・「雇用条件の向上を図った求人」とは、当法人の働きかけにより未経験者
の採用、保証人不要や賃金 ・宿舎面の条件が向上した求人をいう。
・求人者に対し座談会、訪問や地域での指導等を通じ、雇用条件の向上を
促進し、求職者への求職相談を通じ、ニーズの蓄積やそれに基づく上記促
進を行っている。
・これらを繋ぎ、マッチング機能を強化し、窓口（契約）紹介件数の増加を図
る。

（1,065）

2,6001,200

１ センターへの登録・日雇雇用保険の手続きを適切に行う事業所
 からの求人申込み・求人受理を徹底し、受理した全ての求人をモ
 ニター等を通じて労働条件を明示し、一層の充実を図る。

２ 相談に来所する求職者だけでなく、地域で求職している労働者
 に働きかけ、寄り添った適格者紹介を一層推進するため、「利用
 者カード」発行を進める。

３ 人材を確保したい求人側のニーズと就労の機会を増やしたい求
 職側のニーズを「就労支援システム」により結びつけ、センターの
 介在を強化し、「紹介票」の発行に繋げ、適格者紹介の充実を
 図る。

４ 多様化するニーズに対応するため求人開拓を強化し、雇用管理
 改善を通じて雇用条件の向上を図り「(就労版)再チャレンジ可能
 な職業紹介所」を目指す。

５ 事業所懇談会・座談会の開催
  事業所懇談会では、登録事業者に対し、法律や仕組みの改正
 などをテーマ講演を行い、雇用条件の改善を進める。懇談会で
 は、より絞り込んだテーマを設定し、財団と求人者だけでなく、求
 人者間の「横のつながり」を作る機会を提供することにより、雇用
 条件の向上を促進する。

６ 新型コロナ関連助成金等の無料相談(事業所向け)の実施
  新型コロナウィルスの影響により事業所が倒産、事業縮小に追
 い込まれないよう、助成金制度等の相談に乗ることで、求人数の
 維持を図る。

７．普及・啓発
  モニターや広報紙（センターだより 月１回発行）を通して、就労
 における必要な知識や情報の提供等を行う。

最重点とする理由、
経営上の位置付け

建設業界においては、慢性的な人手不足が続いており、政府はその解決を図るため外国人労働者の活用を打ち出している。今後も、これまでの災害復興関連工事
の継続や関西においては、大阪万博関連工事の増加が見込まれている。
【環境の変化】
新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、景気の悪化や外国人労働者の活用が困難になっている。また、国内で仕事を失った求職者の増加やそれに伴う政府
の職種変更等の政策も出ており、建設業への新たな流入も一定予想される。そういった求職者や長期的視点での外国人労働者のニーズ、また、そのニーズに的確
に応えていく必要や求人側である事業所ニーズとの密接なマッチングが不可欠である。
【最重要とする理由、経営上の位置付け】
当財団では、「あいりん地域における労働者の職業の安定」を目標に掲げている。「再チャレンジ可能なまちづくり」に向けた取り組みがを地域一丸となって行われて
いるなか、当財団では「(就労版)再チャレンジ可能な職業紹介所」を目指しており、就労資格を有し仕事を失い地域に求職に来る層に対しても高い水準で効果的な
職業紹介を行い、再チャレンジ可能なサポートを行う事が求められているため。

最重点目標達成のための
組織の課題、改善点

30 79.7

80.0

―

80.3

法人経営者の考え方（取組姿勢・決意）

職業紹介と就労支援
就職率
（窓口紹介件数／求職相談数）

％ ― ― ― ―

（800）

戦略目標達成のための活動事項

Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

戦略目標 成果測定指標
新
規
単
位

R1実績値
ウエイト
（R2）

Ｒ
２

R3目標値
ウエイト
（R3）

中期経営計画
（R3～R7） R3目標設定の考え方

（数値の根拠）
 ※累積数値による目標設定の場合は、その理由も記載

○ 令和２年度の経営目標達成状況及び令和３年度経営目標設定表

資料２



目標値

実績値
〔見込値〕

R3目標値
最終年度
目標値

(3,898)

―

5,000 5 ― ―

―

237

① 窓口（契約）紹介数の増加 窓口（契約）求人の紹介総数 ☆ 件 ―

― ―

5

―

（3）

―

(4,840)

・財団単独では解決できない労働者の多様な
課題や関係機関からの協力依頼に対応する
ため、関係機関等の役割を踏まえつつ緊密
に連携し、総合的な支援を図っている。
・従来、あいりん地域で求職活動をする日雇
労働者を対象としてきたが、若者や女性を含
めた就労困難者に対象を広げ就労支援に取
り組んでいく。
・「利用者カード」の発行を通じて労働者の
ニーズ把握を行ない、就労支援システムによ
る電子カルテ化により、職員間の情報共有を
図る。
・財団内に地域連携窓口を設け、対外的に担
当者を明確にする。
・総合支援担当者会議を定期的に開催し、
ケース検討を含め対応方針を協議し、継続的
な支援・アフターフォローについて関係機関と
の連携を図る。
・各関係機関の定例会議や日常的な情報交
換を通じて、時々の課題や状況変化の把握
に努め、より良い連携のあり方を構築する。

― ― ―

125

―

22

× 18

☆

労働者ニーズの把握・蓄積

―

（80）

枚

8585 20

―
629

―

170

13

61.0

5

②

―

167

％

中期運営方針の指標に基づ
き、元年度実績を上回る件数
を設定。
受講相談やカウンセリングを
通じて求職相談の強化を図
り、就労支援ナビゲーターと
も連携を行ない、技能と就労
にかかわる総合サポートを実
施し、安定的雇用に結びつけ
る。
講習科目の新設や関係機関
との連携強化による受講者
の誘導により、職種転換を目
指す受講修了者の獲得を目
指す。

―

（4）

ウエイト
（R3）

―

―

20

Ｒ
２

612

R3目標設定の考え方
（数値の根拠）

 ※累積数値による目標設定
の場合は、その理由も記載

500

新
規
単
位

（75）

× 50.3

ウエイト
（R2）

R1実績値

件

15 60.0

人

中期経営計画
（R3～R7）

― ―

―

今後、コロナ禍の影響で窓口求
人数の減少が見込まれるが、窓
口(契約)求人の紹介総数は、令
和３年度の取り組みにより、雇
用条件の向上を図った求人の
紹介件数の増加目標（135件）以
上の増加を目指す。（160件の増
加を目指す）

・地域で募集している求人を窓口へ集約化し、大
型モニターと窓口に掲示することで、求職者の就
労機会の拡大を図る。
・これまでの取り組みにより、地域求人の集約化
が一定図れたことから、令和３年度は、事業所の
特色、求人内容や経路等を求職者へ分かりやす
く説明し、求人者には適格者紹介の理解を深め
てもらうことで窓口利用を促す。

― ―

―

就労困難者の相談が増え、
専門的知識の必要性が増し
ている。そのため、職員の能
力向上を促すため、中期運営
方針の指標に基づき、毎年度
２名の専門的資格の取得を
目指し、資格取得者を増やし
ていく。資格の中には、専門
性が高く取得に複数年かかる
資格もあるため、単年度取得
者数ではなく、目標は累計数
とする。

― ―

10

― ―

・各事業に有効な資格を職員に提案し、取得
を促す
体験講習やガイダンスの受講の推奨
・全体の支援能力の向上のために「支援者育
成プロジェクト」を検討し、資格者にはその講
師となってもらう。

成果測定指標

（16） 17 25 17 25

スキルアップ講習を通じて就労機会の拡大
を図り、就職・就業率６０％以上の達成を図
る。
・建設業での就労が困難になっている高齢労
働者や建設業未経験者に対応するため、講
習計画数の2割以上のサービス産業系講習
科目を設定する。介護、清掃、造園、運送等
の講習を行ない、短時間就労や職種転換に
つなげる。
・各講習の受講の利便性を高めるため、第3
土曜日の受付やセンター内での講習を実施
する。
・受講終了後３か月アンケートを通じて受講
者の就労状況の把握を行なうとともに、求職
相談や就労ナビへの誘導・アフターフォロー
を行ない、安定的雇用に向けた継続的な支
援を行なう。

戦略目標達成のための活動事項

④

③
就労支援、事業所支援に関する資格の取得
              （累計）

他機関連携 新規他機関連携件数

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

戦略目標

支援能力の向上

R3目標値

支援能力の向上 職員研修の開催

・就労ナビ・センター紹介による安定的雇用
件数
 （１か月以上の雇用及び期間の定めのな
い雇用）

☆

利用者カードの普及

☆

技能・資格取得の支援による安定就
労

（3）

安定就労率
  （月13日以上就労者数
 【技能講習受講後3か月の内2ヶ月】
         ／技能講習修了数）

カウンセリング実施数
（プロセス）

技能・資格取得の支援による安定就
労

件

広報・啓発や出張相談、各関
係機関の定例会議や日常的
な情報交換の強化を通じた
相談者の誘導、支援メニュー
の拡大や新たな連携先の開
拓・確保することにより、中期
運営方針指標に基づき、R2
年度80件を上回る85件の新
規連携件数を目指す。

―10件

1910回

―

――



目標値

実績値
〔見込値〕

R3目標値
最終年度
目標値

【凡例】

・☆はR3年度からの新規項目

・×は目標値未達成

・↓は前年度実績比マイナスの目標値

・ 〔 〕 内の数値は、参考として記入した実績見込値

・ （ ） 内の数値は、当該年度の経営目標として設定していないため、参考として記入した実績値

・仮移転で新施設の管理運営を効率的にす
すめ、効果的な予算執行を行いつつ、収益の
増加を図る。
・自動販売機の増設により収益の増加を図
る。
・自主財源の確保を図るため、新たな収益事
業等の検討を進める。

―

↓90.0健全性及び効率性の向上 ― ―

25.8

10

大阪府補助額（退職手当分除く）の節約率
(1-受取補助金（退職手当分除く）／補助金
当初予算）

健全性の向上

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、 コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

％ 17.1

☆ ％

10.0

10

26.7

―

％

（80.6）⑤

効率性の向上 5 ―

10.0

（85.3）

補助金比率の削減
（補助金／経常収益）

49.1

―

―

― ―

――

R3目標値
ウエイト
（R3）

中期経営計画
（R3～R7）

R3目標設定の考え方
（数値の根拠）

 ※累積数値による目標設定
の場合は、その理由も記載

・令和2年度受託していた旧あいりん
労働福祉センターの施設管理事業を
受託できないことが決定したことによ
り、委託収益が激減することが想定
される。
・委託事業がないと想定したR2年度
比率は、93.7%となる中、自動販売機
の増設など、新たな収益事業の検討
を進めるとともにサービスの維持・向
上を図りながら、事務費等さらなる経
費（補助金支出）削減に努めることに
より、補助金比率９０％の目標達成
を目指す。

施設維持費・光熱水費の節約率 ― ― ―

― ―

Ｒ
２

戦略目標達成のための活動事項戦略目標 成果測定指標
新
規
単
位

ウエイト
（R2）

R1実績値



法人名

○令和２年度の実施結果

対象者数 実施時期

237 令和2年４⽉から令和3年3⽉まで

○ 令和３年度の実施⽅針

対象者数 実施時期

年間300 令和3年7⽉より技能講習資格取得満⾜度 面談・電話・ハガキによる聞き取り調査 技能講習受講終了後、3か⽉を経過した者

カウンセリング満⾜度 カウンセリングを実施した労働者に対し、ア
ンケート調査を⾏う

求職者等
（カウンセリング実施者）

調査内容 実施方法 アンケート等対象者

実施結果の主な内容 実施結果を踏まえた取組

 職種転換講習受講者及び常用就職を望む受講者に対し、カウンセリングを実施。今後の安定的就労
へつなぐため、受講者に効果的なカウンセリングとなっているか、アンケートを実施した。 主な内容は、カウ
ンセリング実施回数、受講⽬的、満⾜度である。
満⾜度について、 ・⼤変満⾜26件 11%   ・満⾜208件 88%   ・無回答 3件    1%
で、回答者237件中、大変満足、満足を併せると234件の結果を得た。

（結果を踏まえ実施した取組）
 実施結果に基づき、安定的就労をめざす労働者を支援するため、「就職活動講習会」を開催
 ・履歴書・職経歴書の書き⽅  ・⾯接マナー
 ・求職活動の方法  等について実施。
 個々の労働者の効果的な就職活動の支援に努めた。

（今後実施予定の取組）
 令和3年度は、常⽤就職等、安定的な雇⽤につくためのフォローアップを強化するため、求職相談や就
労ナビゲーターの⽀援と連携し、カウンセリングを⾏い、安定的な就労へ向けた⽀援を⾏っていく。
 また、安定的就労への効果的な技能講習受講のため、できるだけ多くの受講者にカウンセリングの受講
を促していく。

公益財団法⼈⻄成労働福祉センター

ＣＳ調査の実施概要

調査内容 実施方法 アンケート等対象者

資料３-②資料３-②



法人名

■ 目標値未達成の要因について

〔１〕 〔２〕

単位 R2年度の
目標値

R2年度の
実績値〔⾒込値〕 単位 R2年度の

実績値〔⾒込値〕

％ 61.0 50.3 回 18

未達成の
要因と分析

未達成の
要因と分析

今後の
改善方策

今後の
改善方策

 緊急事態宣言により他機関主催の様々な研修が中止となっ
た。再開後も、コロナウイルス感染防止のため参加人数を大幅に
減少させており、受講申し込みをしても抽選等により受講できな
かった研修が多くあった。特に相談・スキルアップ研修については、
5回計画していたが、すべて中止または抽選により受講がかなわな
かった。

公益財団法⼈⻄成労働福祉センター

R2年度の
目標値

22

R2年度の
成果測定指標

安定就労率（⽉13⽇以上就
労者数）【技能講習受講後3
か月の内2ヶ月】

 引き続きコロナ禍の影響が懸念される。建設関係求⼈はR2年
度以上に減少しており、失業者が増えることも懸念される状態で
ある。大阪万博のインフラ整備工事の本格化に伴う労働市場の
改善が期待される。R3年度は、建設業の動向を⾒つつ、コロナ
禍でも需要のある運搬・梱包業などへの誘導も視野に入れ、安
定就労に向けた支援を今まで以上に強化していく。

 コロナ禍により、建設工事も延期や停止といった事態となり、日
雇労働の求⼈は、前年⽐３割減の状況が続いている。受講修
了者からの聞き取りによると、感染者数の増加等の影響を受けや
すく、⽉々の就労⽇数は極めて不安定な状況であるとの報告が
多く寄せられている。職種転換を希望する受講者では、コロナ禍
によりとりわけ夏場以降、就労困難者が清掃等の分野に流⼊
し、就職活動は厳しさを増している状況が続いている。また、携帯
電話を所持しない者にとっては、採⽤に際して不利になる影響が
高まったため、安定的雇用への誘導が難しくなっている。

R2年度の
成果測定指標

職員研修の開催

 令和3年度は、新中期運営⽅針(令和3〜7年度)において、
⽣活が不安定になった労働者に対し、技能資格取得⽀援やキャ
リアカウンセリング、就労後サポートを強化するため、職員の専門
的知識⼒や⽀援⼒を⼀層向上させる必要があり、次のステップと
して、毎年度２⼈の専⾨的資格の取得を⽬指す。資格の中に
は、専⾨性が⾼く取得に複数年かかる資格もあるため、単年度
取得者数ではなく、⽬標は累計数とする。

資料４



法人名

■  成果測定指標変更（廃⽌）希望の理由について

〔１〕 〔２〕
●変更前 ●変更前

単位 R2年度の
目標値 単位

％ 80 ％

●変更後 ●変更後

単位 R3年度の
目標値 単位

件 1,200 件

成果測定指標の
変更（廃⽌）を
希望する理由

成果測定指標の
変更（廃⽌）を
希望する理由

R2年度の
目標値

61.0

R3年度の
目標値

17

 前中期運営方針では、スキルアップ講習受講による建設関係技能資格取得を促進するとと
もに、建設業以外の職種への就労拡大にも努め、2カ月以上の間、月13日以上の雇用に就
けるよう誘導し、技能講習修了者の過半数である60％の労働者が安定就労へのステップアッ
プが出来るよう取り組んできた。その結果、４年⽬で前中期運営⽅針⽬標の成果指標である
「技能講習受講者の安定就労率（過去3ヶ⽉のうち2ヶ⽉で⽉13⽇以上就労）」60％を
達成した。指標にしている「月13日以上就労」できたことは、日雇雇用保険失業給付が受給
できる状況となったことにつながり、賃⾦に加え失業給付の受給により⽣活が安定することにな
る。
 法人では、日雇い就労の安定だけでなく、今後も一人でも多くの労働者が安定就労に就け
るよう、引き続き⽀援を⾏う。あいりん地域における労働者にとって、⻑期的な⽣活の安定につ
ながる「安定的雇⽤」の壁は⾼い。これまで⽇雇労働に従事していた労働者は、⻑く同じところ
で働き、組織に順応することになれていないため、就労意欲を継続させ、定着させるには、何
度もカウンセリングを受けるなど、伴⾛⽀援を必要とする。また、就職しても⼈間関係や組織に
なじめず就労意欲が続かないことが多い。そのため、人数的には、これまでの実績を飛躍的に
伸ばすことは容易ではないが、労働者に寄り添い、伴⾛して働きかけることと並⾏して、登録事
業所の理解・協⼒依頼を強化しつつ、求⼈開拓により幅広い就職先の確保を⾏う「就労ナ
ビ・センター紹介による安定的雇用就職件数」を新中期運営方針の成果測定指標とし、R3
年度は17⼈、R7年度には25⼈の安定的雇⽤を⽬標とする。

公益財団法⼈⻄成労働福祉センター

R2年度の
成果測定指標

就職率

R3年度の
成果測定指標

雇用条件の向上を図った
求人の紹介件数

 前中期運営⽅針では「職業紹介と就労⽀援」を最重点課題とし、「利
⽤者カードの発⾏を通じて蓄積した労働者のニーズに基づく新規求⼈開
拓・職業紹介に⼒点を置き、更なる就職率の向上を⽬指す」ことを⽬標
に掲げ、事業を進めてきた。2019年度から早朝の窓⼝紹介を実施し、
窓⼝において求職者に紹介票を発⾏することで事業者との⾯談に繋げ
てきた。その結果、前中期運営⽅針最終年（2020年）度⽬標の成
果指標である「就職率80％」を達成した。
 しかし、雇用条件の改善の余地がある求人は依然として多い状況にあ
るため、働きやすい環境の求人を労働者に対して提供できるよう、新中
期運営方針では、窓口紹介による契約求人で「雇用条件の向上を図っ
た求人」への紹介数を次なる目標として掲げる。

R2年度の
成果測定指標

R3年度の
成果測定指標

安定就労率

就労ナビ・センター紹介に
よる安定的雇用就職件
数

資料５



法人名

■  成果測定指標変更（廃⽌）希望の理由について

〔３〕 〔４〕
●変更前 ●変更前

単位 R2年度の
目標値 単位

回 22 枚

●変更後 ●変更後

単位 R3年度の
目標値 単位

人 5 件

成果測定指標の
変更（廃⽌）を
希望する理由

成果測定指標の
変更（廃⽌）を
希望する理由

公益財団法⼈⻄成労働福祉センター

R2年度の
成果測定指標

R2年度の
成果測定指標

R2年度の
目標値

職員研修の開催 利⽤者カードの普及 500

 法人では、日雇い就労の安定だけでなく、今後も一人でも多くの
労働者が安定就労に就けるよう、引き続き⽀援を⾏う。加えて、コ
ロナ禍で職を失ったり、⽣活が不安定になった労働者に対し、技
能資格取得支援やキャリアカウンセリング、就労後サポートを強化
する。そのため、職員の専⾨的知識⼒や⽀援⼒を⼀層向上させ
る必要があり、次のステップとして、新中期運営方針では、職員の
⽀援⼒の向上を新たな⽬標として掲げる。
 様々な課題を有する就労困難者の相談が増加しており、専門
的知識に裏付けされた⽀援体制の強化が求められている。そのた
め、職員の能⼒向上を図ることとし、毎年度２⼈の専⾨的資格の
取得を⽬指す。資格の中には、専⾨性が⾼く取得に複数年かか
る資格もあるため、単年度取得者数ではなく、⽬標は累計数とす
る。

 前中期運営方針では、労働者のニーズに基づく適格者紹介を実施でき
るよう、労働者の個別ニーズや就労実績、資格等のデータを把握するた
め、地域労働者数推定6,000〜8,000⼈に対し利⽤者カード6,000枚
の普及（累計）を⽬標に掲げ、最終年（2020年）に6,800枚を超え
る普及を⾏い、⽬標を達成した。
 利⽤者カードを当センターの利⽤者に必ず所持してもらい、就労カード
データを就労⽀援システムに蓄積することで、就労履歴、資格の取得状
況、各種相談の利⽤状況などを横断的に把握できるようになり、より的確
な就業支援が実施できるようになった。
 利⽤者カードは、これまで個別労働者の⽀援に活⽤してきたが、今後は
累積した利⽤者カードから地域の労働者の年齢分布や取得資格、就労
実績を分析することで、地域労働者のニーズを面的に把握することにより
ニーズの⾼い求⼈の開拓や⽀援を⾏うよう取り組む。
 加えて、生活困窮に陥り、住居を失っている相談者が多いことから、居
住・生活支援と連携し、就労支援を実施することで、安定した就労生活
の継続を支援するため、新中期運営方針では、他機関との連携を新たな
目標として掲げる。

R3年度の
成果測定指標

R3年度の
成果測定指標

R3年度の
目標値

就労支援・事業所支援に
関する資格の取得(累計) 他機関連携 85

資料５



法人名

■  成果測定指標変更（廃⽌）希望の理由について

〔５〕 〔６〕
●変更前 ●変更前

単位 R2年度の
目標値 単位

％ 10.0 ％

●変更後 ●変更後

単位 R3年度の
目標値 単位

％ 90.0 ―

成果測定指標の
変更（廃⽌）を
希望する理由

成果測定指標の
変更（廃⽌）を
希望する理由

公益財団法⼈⻄成労働福祉センター

R2年度の
成果測定指標

R2年度の
成果測定指標

R2年度の
目標値

健全性の向上 効率性の向上 10.0

これまで、補助⾦の効果的・効率的運⽤に努め、その節約率を指標に
設定してきたが、８０％以上を⼈件費が占める中、補助⾦の効果的な
運⽤だけでは、限界がある。そのため、R3年度からは、補助⾦以外の⾃
主財源の確保に次なる⽬標を設定し、補助⾦⽐率の削減を指標に変
更する。

施設維持費、光熱⽔費の節約については、引き続き努⼒するものである
が、必要経費としての光熱水費の節約には限界がある。また、施設維持
費については、新型コロナウイルス感染拡大防止のための排煙窓の頻繁な
開閉による修理や、地域特有の異常な施設利⽤による修理が後を絶た
ないため、引き続き節約には努めるものの指標としては、廃止する。

R3年度の
成果測定指標

R3年度の
成果測定指標

R3年度の
目標値

健全性及び効率性の向上 廃止 ―

資料５



法人名

■  令和２年度実績⽐ マイナス（現状維持）⽬標の考え⽅について

〔１〕 〔２〕

単位 R2年度の
実績値〔⾒込値〕

R3年度の
目標値 単位 R3年度の

目標値

% 85.3 90.0

マイナス
（現状維持）
目標の考え方

マイナス
（現状維持）
目標の考え方

 令和元年度から令和2年度まで受託していた旧あいりん労働
福祉センターの施設管理事業を受託できないことが決定したこと
により、委託収益が激減することが想定される中、新たな収益事
業の検討を進める。
 現在設置している⾃動販売機4台に加え、道路に⾯する側等
への3台の増設を⾏う。
 また、地域労働者のおかれている厳しい雇用状況下に対する
新たな支援を検討し、新しい事業の取り組みを検討し、収益の
確保とともにサービスの維持・向上を図りながら、事務費等さらな
る経費（補助⾦⽀出）削減に努めることにより、補助⾦⽐率９
０％を達成する。

R2年度の
実績値〔⾒込値〕

公益財団法⼈⻄成労働福祉センター

成果測定指標

補助⾦⽐率の削減

成果測定指標

資料６


